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的な焦点化がなされなかったこと、の 3 点に集約できるであろう。 























有機化学 29％、医薬品 22％、プラスチック製品 16％が上位を占め、以
下、その他化学製品 12％、油化加工等 7％、化学肥料等 4％、タイヤ・
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Dertouzos, M. L., et al., (1989), Made in America, The MIT Press.
（依田直也訳『Made in Amerika』草思社、1990 年） 
藤本隆宏、（2003）、「『日本型プロセス産業』の可能性に関する試論 ―
そのアーキテクチャと競争力―」、『東京大学 COE ものづくり経営研究
























より母集団に含まれると予想される全事業所 426 件を抽出した。 
調査は、2006 年 2 月に実施した。上記の手順で抽出された 426 事業所
に質問票を送付した結果、これら事業所のうち 34 件は、調査時点におい
て研究開発を実施していない等の理由により母集団に含まれないことが





























































































 従業員数は、最小値 13 人、最大値 33,707 人で、平均値 2,944 人であっ
た。従業員数 1,000 人未満の企業が全体の 6 割を占めており、10,000 人
を超える大規模企業は全体の 1 割に満たない。 
 売上高は、最小値 10 億円で、最大値 2 兆 3,217 億円、平均値 2,298
億 1,300 万円である。経常利益は、最小値-2 億 600 万円、最大値 797 億
円、平均値 142 億 1,200 万円である。 
















































 回答事業所の 2004 年度末における研究者数は、最小値 1 人、最大値
1000 人、平均値 123 人である。研究開発費については、最小値 800 万円、
最大値 400 億円、平均値は 31 億 6000 万円であった。研究者一人当たり










































































































































































































































































































































































































































































































関する産業別分析（Klevorick, et al. 1995）や、イノベーションの決
定要因としての技術機会の寄与度に関する分析（Nelson and Wolff 1997）
が行われている。この研究は、さらに日本と米国の企業に対して同様の
質問票を用いて取得されたデータによる国際比較研究に発展した（後















































































































































中小規模 大規模 χ2 有意水準 中小規模 大規模 χ2 有意水準
資本関係のある供給会社 39.5 35.7 0.065 0.799 53.3 53.3 0.000 1.000
資本関係のない供給会社 25.0 14.3 0.701 0.402 20.0 28.6 0.457 0.499
共同事業、ジョイント・ベンチャー　 16.3 21.4 0.194 0.660 20.0 28.6 0.457 0.499
自社製品のユーザー 57.8 57.1 0.002 0.967 80.4 73.3 0.340 0.560
自社製品を用いた製品のエンドユーザー 39.1 53.3 0.933 0.334 51.1 64.3 0.747 0.388
大学 33.3 78.6 8.866 0.003 27.3 42.9 1.205 0.272
公的研究機関 6.8 50.0 13.879 0.000 6.8 25.0 3.258 0.071
技術的な学会・協会等 13.6 50.0 8.076 0.004 18.2 57.1 8.071 0.004
競合他社 9.1 14.3 0.309 0.578 22.7 35.7 0.934 0.334
コンサルティング会社、研究専門の会社 6.8 14.3 0.752 0.386 9.1 35.7 5.742 0.017
その他の外部情報源 29.5 50.0 1.967 0.161 31.8 50.0 1.520 0.218
社内の他の研究所・研究開発部門 33.3 80.0 9.899 0.002 41.9 78.6 5.695 0.017
社内の生産・製造部門 29.5 28.6 0.005 0.944 50.0 50.0 0.000 1.000
中小規模 大規模 χ2 有意水準 中小規模 大規模 χ2 有意水準
資本関係のある供給会社 50.0 27.8 2.381 0.123 67.6 27.8 7.732 0.005
資本関係のない供給会社 20.6 22.2 0.019 0.891 16.7 27.8 0.913 0.339
共同事業、ジョイント・ベンチャー　 12.1 22.2 0.899 0.343 16.7 27.8 0.913 0.339
自社製品のユーザー 61.3 38.7 0.396 0.529 75.7 89.5 1.514 0.219
自社製品を用いた製品のエンドユーザー 40.0 47.4 0.273 0.601 51.4 55.6 0.081 0.776
大学 32.4 63.2 4.709 0.030 28.6 38.9 0.581 0.446
公的研究機関 2.9 38.9 11.683 0.001 2.9 23.5 5.433 0.020
技術的な学会・協会等 11.8 44.4 7.081 0.008 17.1 44.4 4.558 0.033
競合他社 8.8 11.1 0.071 0.790 25.7 23.5 0.029 0.864
コンサルティング会社、研究専門の会社 8.8 5.6 0.177 0.674 11.4 22.2 1.081 0.299
その他の外部情報源 26.5 50.0 2.879 0.090 31.4 50.0 1.745 0.187
社内の他の研究所・研究開発部門 35.3 57.9 2.535 0.111 44.1 66.7 2.397 0.122










過去5年間に行ったことがある 64.6 88.2 70.8
過去5年以内にはない 10.4 5.9 9.2
行ったことない 25.0 5.9 20.0
合計 100.0 100.0 100.0









































自社に研究開発能力が十分ある　　　　　 37.5 30.8 33.3
研究開発のスピードが遅くなる　　　　　 12.5 30.8 23.8
技術漏洩の懸念がある　　　　　　　　　 0.0 0.0 0.0
成果帰属の調整が難しい　　　　　　　　 0.0 0.0 0.0
資金負担の調整が難しい 12.5 7.7 9.5
共同研究開発の相手を探すコストがかかる 0.0 23.1 14.3
自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない 75.0 69.2 71.4
公的な助成制度がない 0.0 0.0 0.0











































（１）大 （２）中小 （１）－（２） 有意確率
主要分野に関する基礎研究に力を入れる　 3.29 2.54 0.75 0.011
主要分野の用途開発に力を入れる 3.82 3.88 -0.05 0.818
得意分野の製品開発に集中する 3.53 3.77 -0.24 0.274
市場の隙間を狙った製品を開発する 2.53 3.40 -0.87 0.000
低コスト化のための製法開発に力を入れる 2.71 3.31 -0.60 0.031
研究開発は専門分野別のチームで行なう 3.00 3.23 -0.23 0.413
研究開発は分野横断的なチームで行なう 3.06 2.66 0.40 0.050
大学・研究機関からの技術移転を積極的に行なう 2.65 2.21 0.43 0.057
海外からの技術移転を積極的に行なう 2.24 1.89 0.34 0.076
（１）あり （２）なし （１）－（２） 有意確率
主要分野に関する基礎研究に力を入れる　 2.894 2.350 0.544 0.032
主要分野の用途開発に力を入れる 3.830 3.952 -0.123 0.618
得意分野の製品開発に集中する 3.596 3.895 -0.299 0.224
市場の隙間を狙った製品を開発する 3.000 3.450 -0.450 0.099
低コスト化のための製法開発に力を入れる 3.106 3.095 0.011 0.969
研究開発は専門分野別のチームで行なう 3.043 3.450 -0.407 0.134
研究開発は分野横断的なチームで行なう 2.851 2.474 0.377 0.062
大学・研究機関からの技術移転を積極的に行なう 2.553 1.842 0.711 0.008
海外からの技術移転を積極的に行なう 2.043 2.105 -0.063 0.829
（１）該当 （２）非該当 （１）－（２） 有意確率
主要分野に関する基礎研究に力を入れる　 2.43 2.17 0.26 0.522
主要分野の用途開発に力を入れる 4.00 3.83 0.17 0.693
得意分野の製品開発に集中する 4.00 3.67 0.33 0.559
市場の隙間を狙った製品を開発する 3.43 3.50 -0.07 0.893
低コスト化のための製法開発に力を入れる 3.47 2.17 1.30 0.023
研究開発は専門分野別のチームで行なう 3.50 3.33 0.17 0.752
研究開発は分野横断的なチームで行なう 2.54 2.33 0.21 0.604
大学・研究機関からの技術移転を積極的に行なう 1.92 1.67 0.26 0.571

















 ここでの分析には、研究開発を妨げる要因として想定される 13 項目に


























































(1)大規模 (2)中小規模 (1)-(2) 有意確率
投資リスクの高さ 2.65 2.71 -0.06 0.835
資金の不足 2.29 2.41 -0.12 0.546
リーダーシップの欠如 2.65 2.63 0.02 0.928
明確なビジョンの欠如 2.65 2.53 0.12 0.661
研究開発人材の不足 3.29 3.46 -0.16 0.511
研究開発支援人材（技能職など）の不足 3.00 3.06 -0.06 0.798
研究から開発に橋渡しできる人材の不足 3.18 2.94 0.24 0.326
技術情報の不足 2.53 2.79 -0.26 0.224
市場情報の不足 3.24 2.91 0.32 0.143
他社や大学・研究機関と共同する機会の不足 2.41 2.17 0.24 0.263
メンバーの適切な人選あるいは配置の難しさ 2.76 2.74 0.02 0.935
研究者の自由な連携の不足 2.94 2.66 0.28 0.227
研究者の士気の不足 2.59 2.66 -0.07 0.757
(1)大規模 (2)中小規模 (1)-(2) 有意確率
投資リスクの高さ 2.70 2.61 0.09 0.734
資金の不足 2.40 2.31 0.09 0.704
リーダーシップの欠如 2.65 2.50 0.15 0.522
明確なビジョンの欠如 2.65 2.43 0.22 0.400
研究開発人材の不足 3.45 3.42 0.03 0.911
研究開発支援人材（技能職など）の不足 2.89 3.08 -0.19 0.483
研究から開発に橋渡しできる人材の不足 3.20 2.82 0.38 0.160
技術情報の不足 2.70 2.70 0.00 0.990
市場情報の不足 3.05 2.92 0.13 0.611
他社や大学・研究機関と共同する機会の不足 2.30 2.14 0.16 0.483
メンバーの適切な人選あるいは配置の難しさ 2.90 2.62 0.28 0.299
研究者の自由な連携の不足 3.15 2.49 0.66 0.013












































全体 大規模 中小規模 χ2 有意確率
本社内 15.9 15.0 17.9 0.082 0.775
コンビナート内 33.3 40.0 28.2 0.842 0.359
コンビナート以外の生産・製造工場内 46.4 40.0 46.2 0.203 0.652
独立した研究開発施設 26.1 60.0 15.4 12.413 0.000









































深刻でない 深刻 χ2 有意確率
本社内 19.231 15.385 0.164 0.685
コンビナート内 26.923 38.462 0.928 0.335
コンビナート以外の生産・製造工場内 53.846 46.154 0.369 0.543
独立した研究開発施設 11.538 33.333 3.993 0.046









全体 (1)本社・コンビナート内外 (2)独立した研究開発施設 (1)-(2) 有意確率
従事者（人） 4.8 4.06 6.50 -2.44 0.062
研究開発予算（百万円） 90.0 89.86 93.83 -3.97 0.892















外」に該当するグループが 2 時間 8 分、「独立した研究開発施設」に該当




































































1 機能樹脂 26.7 機能樹脂 41.2
2 基礎化学品、モノマー 15.6 機能化学品 11.8
3 機能化学品 13.3 合成繊維 11.8
4 樹脂成形品 11.1 汎用樹脂 11.8








多くの異なる要素技術からなる製品である 3.43 3.38 3.60 -0.23 0.454
代替的な技術が発明されやすい 2.79 2.84 2.63 0.22 0.346
技術の模倣がされやすい 3.09 3.18 2.81 0.37 0.103
技術予測が難しい 2.95 2.84 3.31 -0.47 0.068
規格の標準化が進んでいる 2.92 3.00 2.69 0.31 0.238
製品のライフサイクルが短い 2.55 2.48 2.76 -0.28 0.252
市場に参入することが難しい 3.14 3.16 3.06 0.10 0.661
多くの企業が激しく競争している 3.39 3.44 3.25 0.19 0.582
市場シェアは上位企業に集中している 3.66 3.61 3.80 -0.19 0.444
開発した技術を製品化するのが難しい 2.82 2.74 3.06 -0.32 0.169
技術情報の秘匿が競争優位につながる 3.40 3.34 3.59 -0.25 0.320
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に進出し、1963 年には千葉製油所が竣工された。翌 1964 年には出光石
油化学株式会社（以下、出光石油化学）が設立され、徳山工場を竣工、
 38 
さらに 1975 年に千葉工場が竣工された。その後 2004 年に出光石油化学
は出光興産に合併された。 
 2007 年 3 月末における出光興産の資本金は 1,086 億円、従業員数は
































































































































































同社の 2006 年 3 月末における資本金は 1,032 億円、従業員数は 4,459 名、
2005 年度の売上高は 8,530 億円（連結 1 兆 4,724 億円）である。同社は、
機能化学品、機能樹脂、基礎化学品、石油化学製品の製造・販売を主力
事業としている。 







































































































































整理番号：         
石油化学製品の研究開発マネジメントに関する調査 
 


















東京富士大学経営学部 専任講師 篠崎香織 
     〒169-0075 東京都新宿区高田馬場３－８－１ 
     E－mail：shinozaki@fuji.ac.jp 
 ご回答の要領に関するお問い合わせ先： 
     社団法人 輿論科学協会 担当：北條 真 
     〒151-8509 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－８－６ 
     電話：０３－３４０１－１１３１（代表） E－mail：houjo@yoron-kagaku.or.jp 
 
貴  社  名 
事業所・貴研究所・研究部門名 
 
所  在  地 〒                      電話：   －   － 
部署：                      お役職： 
記   入   者 





   
 １．はい     以下の設問にご回答下さい。 
 










１．溶剤、潤滑油  ８．汎用ゴム  15. 液晶関連 
２．基礎化学品、モノマ  ー ９．特殊ゴム  16. 医用材料、医用品 
３．機能化学品  10. 樹脂・ゴム添加剤 17. 医薬品 
４．界面活性剤  11. 樹脂成形品  18. 農業用品 
５．合成繊維  12. 塗料、顔料  19. 農薬 
６．汎用樹脂  13. 建設関連  20. 食品 




   a．従業員数                                    人 
      b．売上高                                    百万円       
         c．うち石油化学製品の売上高                        百万円 
         d．石油化学製品売上高のうち海外売上高の割合     約         ％ 





 減少 やや減少 ほぼ横ばい やや増加 増加 
 




a．売上高 １ ２ ３ ４ ５ 













a. 多くの異なる要素技術からなる製品である １ ２ ３ ４ ５ 
b. 代替的な技術が発明されやすい １ ２ ３ ４ ５ 
c. 技術の模倣がされやすい １ ２ ３ ４ ５ 
d. 技術予測が難しい １ ２ ３ ４ ５ 
e. 規格の標準化が進んでいる １ ２ ３ ４ ５ 
f. 製品のライフサイクルが短い １ ２ ３ ４ ５ 
g. 市場に参入することが難しい １ ２ ３ ４ ５ 
h. 多くの企業が激しく競争している １ ２ ３ ４ ５ 
i. 市場シェアは上位企業に集中している １ ２ ３ ４ ５ 
j. 開発した技術を製品化するのが難しい １ ２ ３ ４ ５ 
k. 技術情報の秘匿が競争優位につながる １ ２ ３ ４ ５ 







   a．研究者数                        人 
   b．研究開発費                       百万円 
c．研究開発費のうち主要分野に関する研究開発費の割合   約       ％ 




  １．本社内 
  ２．コンビナート内 
３．コンビナート以外の生産・製造工場内 
  ４．独立した研究開発施設 








  １．貴研究所・研究開発部門内          ％ 
  ２． 他の研究所・研究開発部門          ％ 
  ３．生産・製造部門           ％ 
  ４．販売・マーケティング部門          ％ 
  ５．上層の管理部門           ％ 
  ６．その他（具体的に：               ）       ％ 






新規プロジェクトの提案    既存プロジェクトの提案 
はい  いいえ        はい  いいえ 
a. 資本関係のある供給会社 １ ２ １ ２ 
b. 資本関係のない供給会社 １ ２ １ ２ 
c. 共同事業、ジョイント・ベンチャ  ー  １ ２ １ ２ 
d. 自社製品のユーザ  ー １ ２ １ ２ 
e. 自社製品を用いた製品のエンドユーザ  ー １ ２ １ ２ 
f. 大学 １ ２ １ ２ 
g. 公的研究機関 １ ２ １ ２ 
h. 技術的な学会・協会等 １ ２ １ ２ 
i. 競合他社 １ ２ １ ２ 
j. コンサルティング会社、研究専門の会社 １ ２ １ ２ 
k. その他の外部情報源 １ ２ １ ２ 
l. 社内の他の研究所・研究開発部門 １ ２ １ ２ 













a. 他の研究所・研究開発部門 １ ２ ３ ４ ５ 
b. 生産・製造部門 １ ２ ３ ４ ５ 




   
a. 従事者           人 
  b. 研究開発予算          百万円 











a. 主要分野に関する基礎研究に力を入れる  １ ２ ３ ４ ５ 
b. 主要分野の用途開発に力を入れる １ ２ ３ ４ ５ 
c. 得意分野の製品開発に集中する １ ２ ３ ４ ５ 
d. 市場の隙間を狙った製品を開発する １ ２ ３ ４ ５ 
e. 低コスト化のための製法開発に力を入れる １ ２ ３ ４ ５ 
f. 研究開発は専門分野別のチームで行なう  １ ２ ３ ４ ５ 
g. 研究開発は分野横断的なチームで行なう  １ ２ ３ ４ ５ 
h. 大学・研究機関からの技術移転を積極的に行なう １ ２ ３ ４ ５ 







やや深刻  極めて 
深刻である
a. 投資リスクの高さ １ ２ ３ ４ ５ 
b. 資金の不足 １ ２ ３ ４ ５ 
c. リーダーシップの欠如 １ ２ ３ ４ ５ 
d. 明確なビジョンの欠如 １ ２ ３ ４ ５ 
e. 研究開発人材の不足 １ ２ ３ ４ ５ 
f. 研究開発支援人材（技能職など）の不足 １ ２ ３ ４ ５ 
g . 研究から開発に橋渡しできる人材の不足 １ ２ ３ ４ ５ 
h. 技術情報の不足 １ ２ ３ ４ ５ 
i. 市場情報の不足 １ ２ ３ ４ ５ 
j. 他社や大学・研究機関と共同する機会の不足 １ ２ ３ ４ ５ 
k. メンバーの適切な人選あるいは配置の難しさ １ ２ ３ ４ ５ 
l. 研究者の自由な連携の不足 １ ２ ３ ４ ５ 






  a．現在着手している研究テーマ数                       件 











a. 文書による伝達 １ ２ ３ ４ ５ 
b. 知識のデータベース化 １ ２ ３ ４ ５ 
c. 人材の移動（配置転換） １ ２ ３ ４ ５ 
d. 生産・製造部門への技術指導 １ ２ ３ ４ ５ 
e. プロジェクトチームによる知識移転 １ ２ ３ ４ ５ 
f. 研究所・研究開発部門と生産・製造部門のメンバ
ーによる会議 
１ ２ ３ ４ ５ 











a. 製造コストが高い １ ２ ３ ４ ５ 
b. 需要が見込めない １ ２ ３ ４ ５ 
c. 用途開発が伴わない １ ２ ３ ４ ５ 
d. 技術が未成熟 １ ２ ３ ４ ５ 
e. 安価な代替品の存在 １ ２ ３ ４ ５ 
f. リーダーシップの欠如 １ ２ ３ ４ ５ 
g. 研究から実用化までの知識を持つ人材の欠如 １ ２ ３ ４ ５ 
h. 研究開発部門と生産・製造部門間の連携がとりに
くい 
１ ２ ３ ４ ５ 
i. 市場の見通しの欠如 １ ２ ３ ４ ５ 
j. 市場情報の不足 １ ２ ３ ４ ５ 








  a．出願した特許の数                         件 
  b．研究者の論文の数（学会誌等への掲載数）               件 
  c．貴研究所・研究開発部門で開発した製品あるいは技術を使用した製品が貴社全体の売上に占める割合 






  １．過去5年間に行なったことがある           以下の設問にお答え下さい。 
  ２．行なったことがあるが過去5年以内にはない     
問２３にお進み下さい。 






  交通手段： １．徒歩   ２．車   ３．鉄道   ４．航空機   ５．その他（具体的に：      ） 












  １．科学的な知識の取得        ５．人脈作り 
  ２．製品開発力・技術力の向上     ６．補助金の獲得 
  ３．試験・製品評価の委託       ７．その他（具体的に：               ） 






   
１．技術漏洩の懸念がある          ６．問題の解決につながらない 
  ２．成果帰属の調整が難しい         ７．公的な助成制度がない 
  ３．資金負担の調整が難しい         ８．企業と大学間の技術レベルに差がある 
  ４．共同研究開発の相手を探すコストがかかる ９．その他（具体的に：            ） 





   １．製品化・実用化された 
                               問２４にお進み下さい。 





   １．自社に研究開発能力が十分ある     ６．共同研究開発の相手を探すコストがかかる 
   ２．研究開発のスピードが遅くなる     ７．自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない 
   ３．技術漏洩の懸念がある         ８．公的な助成制度がない 
   ４．成果帰属の調整が難しい        ９．その他（具体的に：            ） 
   ５．資金負担の調整が難しい 
 
問２４．特許ライセンス契約によって大学から技術導入を行なったことがありますか。 
   
１．ある 





１．行なっている  → a．材料メーカ  ー   b．触媒メーカ  ー   c．電気メーカ  ー
             d．食品メーカ  ー   e．医療器具メーカ  ー f．その他（     ） 
 
２．行なっていない 
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Ⅴ．その他 
問２６．この質問票でお聞きした内容について、他にお気づきの点がありましたら、ご自由にお書き下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ご協力誠にありがとうございました。 
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